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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第46期
第3四半期
連結累計期間

第47期
第3四半期
連結累計期間

第46期
第3四半期
連結会計期間

第47期
第3四半期
連結会計期間

第46期

会計期間

自　平成21年
　　3月 1日
至　平成21年
　　11月30日

自　平成22年
　　3月 1日
至　平成22年
　　11月30日

自　平成21年
　　9月 1日
至　平成21年
　　11月30日

自　平成22年
　　9月 1日
至　平成22年
　　11月30日

自　平成21年
　　　3月 1日
至　平成22年
　　　2月28日

売上高 (百万円) 111,119 115,873 36,812 38,524 146,417

経常利益 (百万円) 3,698 3,354 990 585 3,747

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,078 1,753 540 135 2,129

純資産額 (百万円) ─ ─ 30,569 32,019 30,659

総資産額 (百万円) ─ ─ 65,624 66,072 64,741

1株当たり純資産額 (円) ─ ─ 1,839.161,926.171,844.58

1株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 125.10 105.54 32.55 8.17 128.16

潜在株式調整後
1株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 46.6 48.4 47.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,626 4,746 ─ ─ 5,729

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,594 △2,613 ─ ─ △5,402

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,277 △1,670 ─ ─ △2,209

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ ─ 7,145 5,959 5,532

従業員数 (名) ─ ─ 1,691 1,687 1,698

(注) 1　売上高には、消費税等は含まれておりません。

2　潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第3四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載しております。
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３ 【関係会社の状況】

当第3四半期連結会計期間において、当社は、連結子会社である株式会社デリモアを平成22年9月1日付に

て吸収合併しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年11月30日現在

従業員数(名) 1,687[9,589]

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に当第3四半期連結会計期間の平均雇用人員（1日8時間労働換

算）を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年11月30日現在

従業員数(名) 784[2,894]

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に当第3四半期会計期間の平均雇用人員（1日8時間労働換算）

を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第3四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比（％）

食品関連事業 29,529 7.1

食材関連事業 604 △12.4

合計 30,133 6.7

(注) 1　金額は販売価格（出荷価格）をもって表示しております。
2　上記については、セグメント間の内部取引消去前の数値で表示しております。
3　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当社および一部の連結子会社は、受注生産を行っておりますが、受注当日または翌日に製造・出荷の受

注生産を行っておりますので、受注高および受注残高の記載は省略しております。
　

(3) 販売実績

当第3四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

食品関連事業 29,757 7.3

食材関連事業 4,738 △2.8

物流関連事業 2,714 4.5

その他の事業 1,313 △18.0

合計 38,524 4.7

(注) 1　セグメント間の取引については相殺消去しております。

2　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合

相手先

前第3四半期連結会計期間
（自　平成21年9月 1日
　　至　平成21年11月30日）

当第3四半期連結会計期間
（自　平成22年9月 1日
　　至　平成22年11月30日）

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

株式会社セブン－イレブ
ン・ジャパンの加盟店及
び直営店

25,490 69.2 27,510 71.4

3　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第3四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

（1）経営成績の分析

当第3四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気対策効果もあり、企業収益の改善や個人消

費の持ち直しが見られた一方、失業率は高水準で推移しており、円高や緩やかなデフレ状況の継続など、依

然として厳しい状況となっています。

食品業界でも、生活防衛意識の高まりから消費者の低価格志向が継続しており、価格競争が激化するな

ど、厳しい経営環境が継続しました。

このような状況下、当社グループは消費者ニーズに応えるため、高品質で価値ある商品づくりに邁進する

一方、従来にも増して品質・衛生管理の徹底を図ってきました。「食」創りのすべてを手がけ、「食」を進

化させ続けるフード・イノベーターを目指し、グループ総合力の強化と効率経営の推進にも取り組んでき

ています。

また、時間外割増賃金等の計算方法に関する労働基準監督署の是正勧告に従い、当期の給与等として4億3

千9百万円を営業費用に、過年度給与等として7億9千5百万円を特別損失に計上しています。その一方、平成

22年9月1日に連結子会社である株式会社デリモアを吸収合併したことにともない、当該子会社が有してい

た繰越欠損金の引継ぎ分だけ税負担が減少しています。なお、賃金の再計算については、引き続き精査を

行っており、今後、変動する可能性があります。

この結果、当第3四半期連結会計期間の連結業績は、売上高385億2千4百万円（前年同期比17億1千2百万

円、4.7％増）、営業利益5億9千9百万円（前年同期比4億3百万円、40.2％減）、経常利益5億8千5百万円（前

年同期比4億5百万円、40.9％減）、四半期純利益1億3千5百万円（前年同期比4億5百万円、74.9％減）となり

ました。

なお、種類別セグメントごとの事業概況は、以下のとおりです。

　

[食品関連事業]

前期11月より販売を開始したチルド弁当の伸長や、前期12月の北陸地区への進出、また、中国地方での和

菓子販売の開始等により、売上高は297億5千7百万円（前年同期比20億2千2百万円、7.3％増）と増加しまし

た。しかしながら営業利益は、北陸工場の償却費負担の影響、および労働基準監督署の是正勧告にともなう

費用計上により、5億3百万円（前年同期比2億4千5百万円、32.8％減）となりました。

[食材関連事業]

水産加工品は前期並みに推移したものの、鶏加工品の減少等により、売上高は47億3千8百万円（前年同期

比1億3千8百万円、2.8％減）、営業利益は7千9百万円（前年同期比3千9百万円、33.0％減）となりました。
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[物流関連事業]

ネットスーパー関連の軽貨宅配事業が順調な伸びを見せたことや、前期、北陸および東大阪地区において

新規に開設した営業所の業績への寄与等により、売上高は27億1千4百万円（前年同期比1億1千7百万円、

4.5％増）となりました。一方、営業利益は労働基準監督署の是正勧告にともなう費用計上により、4千8百万

円（前年同期比2千8百万円、36.7％減）となりました。

[その他の事業]

製造設備関連事業における大型工事の減少や、労働基準監督署の是正勧告にともなう費用計上等により、

減収減益となりました。この結果、売上高は13億1千3百万円（前年同期比2億8千9百万円、18.0％減）、営業

損失は5千5百万円（前年同期は1億1千7百万円の営業利益）となりました。

　

（2）財政状態の分析

当第3四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べて13億3千万円増加し、660億7千2

百万円となりました。これは主に受取手形及び売掛金が増加したことによるものです。

純資産については前連結会計年度末に比べて13億6千万円増加し、320億1千9百万円となりました。これは

主に利益剰余金が増加したことによるものです。

　

（3）キャッシュ・フローの状況

当第3四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第2四半期連結会

計期間末に比べ1億7千1百万円増加し、59億5千9百万円となりました。

営業活動による資金の増加は14億8千1百万円（前年同期は22億1千2百万円の増加）となりました。これ

は主に減価償却費を9億7千万円計上したことおよび売上債権が8億4千1百万円減少したことによるもので

す。

投資活動による資金の減少は5億5千6百万円（前年同期は8億6千3百万円の減少）となりました。これは

主に有形固定資産の取得による支出5億5千1百万円によるものです。

財務活動による資金の減少は7億4千5百万円（前年同期は6億9千8百万円の減少）となりました。これは

主に長期借入金の返済による支出5億7千4百万円によるものです。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第3四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

　

（5）研究開発活動

当社グループは、研究開発費（研究開発費等に係る会計基準）はありませんが、経営理念である“ニーズ

の追求と変革の推進”のもと、多様化する消費者ニーズの変化にスピーディーに対応した値ごろ感のある

高品質の商品を提供できるよう、原材料から最終商品までのトータル的な商品開発を積極的に行い、食品と

しての「美味しさ」「安全性」について、日々、研究に努めております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第3四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　　　なお、平成22年9月1日をもって、当社は連結子会社であった株式会社デリモアを吸収合併したた

　　め、前連結会計年度末の有価証券報告書において「第3「設備の状況」2「主要な設備の状況」

　　（2）国内子会社」で記載しておりました株式会社デリモアの設備（建物及び構築物、機械装置及

　　び運搬具、リース資産、その他）は、当社の設備となりました。また、事業所名については吉川工

　　場としております。

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第3四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について完了したものは、次のとおりであります。

提出会社

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容 完了年月

吉川工場
（埼玉県吉川市）

食品関連事業
共配センター新
設工事

平成22年11月

また、当第3四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年1月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,625,66016,625,660
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数　100株

計 16,625,66016,625,660― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年11月30日 ─ 16,625 ─ 7,285 ─ 7,379

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第3四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年8月31日)に基づく株主名簿による記載を

しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年8月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式      10,500

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　16,589,800 165,898 同上

単元未満株式 普通株式　　　25,360 ― 同上

発行済株式総数 16,625,660― ―

総株主の議決権 ― 165,898 ―

(注)  1　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

なお、「議決権の数」には、証券保管振替機構名義（議決権2個）が含まれております。

2　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式86株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年8月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
わらべや日洋株式会社

東京都小平市小川東町
5-7-10

10,500 ― 10,500 0.06

計 ― 10,500 ― 10,500 0.06

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　3月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

最高(円) 1,1051,1651,1301,1031,1381,099 992 999 968

最低(円) 1,0561,1001,0101,0101,032 990 934 930 921

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
北関東事業本部長

取締役
首都圏事業本部長

大谷　正美 平成22年9月1日

取締役
首都圏事業本部長

取締役
北関東事業本部長

松木　伸介 平成22年9月1日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第3四半期連結会計期間(平成21年9月1日から平成21年11月30日まで)及び前第3四半期連結累計

期間(平成21年3月1日から平成21年11月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第3四

半期連結会計期間(平成22年9月1日から平成22年11月30日まで)及び当第3四半期連結累計期間(平成22年3

月1日から平成22年11月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第3四半期連結会計期間(平成21年9月1日か

ら平成21年11月30日まで)及び前第3四半期連結累計期間(平成21年3月1日から平成21年11月30日まで)に係

る四半期連結財務諸表並びに当第3四半期連結会計期間(平成22年9月1日から平成22年11月30日まで)及び

当第3四半期連結累計期間(平成22年3月1日から平成22年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,963 5,532

受取手形及び売掛金 13,952 ※3
 12,207

商品及び製品 2,182 2,345

原材料及び貯蔵品 673 618

その他 2,156 2,380

貸倒引当金 △72 △103

流動資産合計 24,856 22,981

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 37,339 36,584

減価償却累計額 △19,863 △19,046

建物及び構築物（純額） 17,476 17,538

機械装置及び運搬具 15,243 14,406

減価償却累計額 △10,228 △9,399

機械装置及び運搬具（純額） 5,014 5,006

土地 12,765 12,997

建設仮勘定 186 225

その他 2,557 2,047

減価償却累計額 △1,248 △1,013

その他（純額） 1,308 1,033

有形固定資産合計 36,751 36,801

無形固定資産

のれん 175 295

その他 927 1,075

無形固定資産合計 1,102 1,371

投資その他の資産

その他 3,364 3,916

貸倒引当金 △2 △329

投資その他の資産合計 3,361 3,587

固定資産合計 41,215 41,760

資産合計 66,072 64,741
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,870 8,043

短期借入金 5,402 6,208

未払金 7,019 6,328

未払法人税等 314 614

賞与引当金 1,031 673

役員賞与引当金 105 －

その他 1,998 2,864

流動負債合計 24,744 24,734

固定負債

長期借入金 6,285 6,661

退職給付引当金 1,809 1,710

その他 1,213 975

固定負債合計 9,308 9,348

負債合計 34,052 34,082

純資産の部

株主資本

資本金 7,285 7,285

資本剰余金 7,379 7,379

利益剰余金 17,472 16,051

自己株式 △16 △16

株主資本合計 32,122 30,700

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3 7

繰延ヘッジ損益 △3 2

為替換算調整勘定 △118 △62

評価・換算差額等合計 △118 △52

少数株主持分 16 11

純資産合計 32,019 30,659

負債純資産合計 66,072 64,741
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年11月30日)

売上高 111,119 115,873

売上原価 92,975 97,841

売上総利益 18,143 18,031

販売費及び一般管理費 ※
 14,490

※
 14,895

営業利益 3,652 3,136

営業外収益

受取利息 9 9

受取配当金 150 169

受取賃貸料 219 223

その他 131 234

営業外収益合計 511 636

営業外費用

支払利息 178 160

賃貸収入原価 152 157

その他 135 99

営業外費用合計 466 418

経常利益 3,698 3,354

特別利益

固定資産売却益 － 60

貸倒引当金戻入額 30 42

特別利益合計 30 102

特別損失

工場閉鎖損失 54 －

過年度給与等 － 795

特別損失合計 54 795

税金等調整前四半期純利益 3,674 2,661

法人税、住民税及び事業税 1,539 623

法人税等調整額 52 277

法人税等合計 1,592 901

少数株主利益 3 6

四半期純利益 2,078 1,753
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成21年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年９月１日
　至 平成22年11月30日)

売上高 36,812 38,524

売上原価 31,056 32,996

売上総利益 5,756 5,528

販売費及び一般管理費 ※
 4,753

※
 4,929

営業利益 1,002 599

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 1 2

受取賃貸料 75 74

その他 54 45

営業外収益合計 134 126

営業外費用

支払利息 57 49

固定資産除却損 18 27

賃貸収入原価 51 53

その他 19 9

営業外費用合計 146 140

経常利益 990 585

特別利益

貸倒引当金戻入額 4 －

特別利益合計 4 －

特別損失

過年度給与等 － 795

特別損失合計 － 795

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

995 △210

法人税、住民税及び事業税 437 △366

法人税等調整額 16 15

法人税等合計 453 △350

少数株主利益 0 4

四半期純利益 540 135
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,674 2,661

減価償却費 2,162 2,776

のれん償却額 165 120

貸倒引当金の増減額（△は減少） △30 △357

賞与引当金の増減額（△は減少） － 358

受取利息及び受取配当金 △160 △179

支払利息 178 160

工場閉鎖損失 54 －

固定資産売却損益（△は益） － △59

売上債権の増減額（△は増加） △897 △1,755

たな卸資産の増減額（△は増加） △136 105

仕入債務の増減額（△は減少） 738 833

その他 945 1,121

小計 6,694 5,785

利息及び配当金の受取額 158 177

利息の支払額 △173 △159

法人税等の支払額 △2,052 △1,057

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,626 4,746

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,192 △3,123

有形固定資産の売却による収入 － 291

無形固定資産の取得による支出 △474 △27

補助金の受取額 － 324

その他 72 △77

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,594 △2,613

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △287 △510

長期借入れによる収入 1,600 900

長期借入金の返済による支出 △2,249 △1,567

配当金の支払額 △290 △331

その他 △50 △160

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,277 △1,670

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10 △34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △255 427

現金及び現金同等物の期首残高 7,401 5,532

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,145

※
 5,959

EDINET提出書類

わらべや日洋株式会社(E00496)

四半期報告書

16/28



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第3四半期連結累計期間

(自　平成22年3月1日　至　平成22年11月30日)

1.連結の範囲に関する

事項の変更

 
 
 

(1) 連結の範囲の変更

　当第3四半期連結会計期間より、株式会社デリモアを当社が吸収合併したため、連結の

範囲から除外しております。
 
(2) 変更後の連結子会社数

　10社

2.会計処理基準に関す

る事項の変更

 
 
 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

  請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりまし

たが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12

月27日）を第1四半期連結会計期間から適用し、第1四半期連結会計期間に着手した工事

契約から、当第3四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。

  これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はあり

ません。

　

【表示方法の変更】

　
当第3四半期連結会計期間

(自  平成22年9月1日  至  平成22年11月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第3四半期連結会計期間において、流動負債の「その他」に含めていた「未払金」は、負債及び純資産の合計額の

100分の10を超えたため、当第3四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第3四半期連結会

計期間の流動負債の「その他」に含まれる「未払金」は6,183百万円であります。

 

　

【簡便な会計処理】

　
当第3四半期連結累計期間

(自　平成22年3月1日　至　平成22年11月30日)

1.棚卸資産の評価方法   棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売

却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

2.繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年

度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっ

ております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第3四半期連結累計期間（自　平成22年3月1日　至　平成22年11月30日）

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第3四半期連結累計期間（自　平成22年3月1日　至　平成22年11月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第3四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末
(平成22年2月28日)

  1  偶発債務

      保証債務

       非連結子会社の株式会社日鰻の金融機関からの

借入金に対して株式会社日洋が保証を行っており

ます。

保証額 1,154百万円

2  コミットメントライン契約

       運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３

行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。

        当四半期連結会計期間末における貸出コミット

メントに係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

貸出コミットメント
の総額

5,000百万円

借入実行残高 ─

差引額 5,000

─────

  1  偶発債務

      保証債務

       非連結子会社の株式会社日鰻の金融機関からの

借入金に対して株式会社日洋が保証を行っており

ます。

保証額 1,067百万円

2  コミットメントライン契約

       運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３

行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。

       当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま

す。

貸出コミットメント
の総額

5,000百万円

借入実行残高 ─

差引額 5,000

※3  期末日満期手形

       期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

       なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。

受取手形 9百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第3四半期連結累計期間
(自 平成21年 3月  1日 
  至 平成21年 11月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自 平成22年 3月  1日 
  至 平成22年 11月30日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

運搬費 5,724百万円

給与諸手当 2,981百万円

役員賞与引当金繰入額 110百万円

減価償却費 191百万円

賃借料 566百万円

 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

運搬費 6,177百万円

給与諸手当 2,724百万円

役員賞与引当金繰入額 105百万円

賞与引当金繰入額 374百万円

減価償却費 217百万円

賃借料 574百万円

　

第３四半期連結会計期間

　

前第3四半期連結会計期間
(自  平成21年 9月  1日
至  平成21年 11月30日)

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年 9月  1日
至  平成22年 11月30日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

運搬費 1,887百万円

給与諸手当 972百万円

役員賞与引当金繰入額 36百万円

減価償却費 75百万円

賃借料 186百万円

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

運搬費 2,052百万円

給与諸手当 917百万円

役員賞与引当金繰入額 35百万円

賞与引当金繰入額 125百万円

減価償却費 76百万円

賃借料 188百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第3四半期連結累計期間
(自  平成21年 3月 1日 
  至  平成21年11月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自  平成22年 3月 1日 
  至  平成22年11月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 7,145百万円

預入期間が3か月超の定期預金 ─

現金及び現金同等物 7,145百万円

 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,963百万円

預入期間が3か月超の定期預金 △4百万円

現金及び現金同等物 5,959百万円
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(株主資本等関係)

当第3四半期連結会計期間末（平成22年11月30日）及び当第3四半期連結累計期間(自  平成22年3月1日　至

  平成22年11月30日)

　

1  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第3四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 16,625,660

　
2  自己株式に関する事項

株式の種類
当第3四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,586

　

3  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

4  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年5月27日
定時株主総会

普通株式 332 20.0平成22年2月28日 平成22年5月28日 利益剰余金

　

  (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

      該当事項はありません。

　

5  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第3四半期連結会計期間(自　平成21年9月1日　至　平成21年11月30日)

　

食品関連 食材関連 物流関連 その他の
計

消去又は
連　結

事　　業 事　　業 事　　業 事　　業 全　　社

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売　上　高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 27,7354,877 2,597 1,60336,812 ─ 36,812

(2)セグメント間の内部売上高
─ 358 354 4,826 5,539△5,539 ─

 　又は振替高

計 27,7355,236 2,951 6,42942,352△5,53936,812

営業利益 749 118 77 117 1,062 △59 1,002

（注） 1　事業区分は、事業の種類・性質を考慮して区分しております。

  2　各事業の主な内容

　 事業区分 主　要　な　内　容

　 食品関連事業 弁当、おむすび、寿司、調理パン、惣菜等調理済食品の製造、販売

　 食材関連事業 食品用材料の仕入、加工、販売

　 物流関連事業 食品関係配送

　 その他の事業 食品製造設備の販売、人材派遣、業務請負

　

当第3四半期連結会計期間(自　平成22年9月1日　至　平成22年11月30日)

　

食品関連 食材関連 物流関連 その他の
計

消去又は
連　結

事　　業 事　　業 事　　業 事　　業 全　　社

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売　上　高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 29,7574,738 2,714 1,31338,524 ─ 38,524

(2)セグメント間の内部売上高
0 350 539 2,792 3,682△3,682 ─

 　又は振替高

計 29,7575,089 3,254 4,10642,207△3,68238,524

営業利益又は営業損失（△） 503 79 48 △55 576 23 599

（注） 1　事業区分は、事業の種類・性質を考慮して区分しております。

  2　各事業の主な内容

　 事業区分 主　要　な　内　容

　 食品関連事業 弁当、おむすび、寿司、調理パン、惣菜等調理済食品の製造、販売

　 食材関連事業 食品用材料の仕入、加工、販売

　 物流関連事業 食品関係配送

　 その他の事業 食品製造設備の販売、人材派遣、業務請負
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前第3四半期連結累計期間(自　平成21年3月1日　至　平成21年11月30日)

　

食品関連 食材関連 物流関連 その他の
計

消去又は
連　結

事　　業 事　　業 事　　業 事　　業 全　　社

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売　上　高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 84,84414,7527,769 3,752111,119 ─ 111,119

(2)セグメント間の内部売上高
─ 1,100 996 9,08811,184△11,184 ─

 　又は振替高

計 84,84415,8538,76512,841122,304△11,184111,119

営業利益 3,195 271 205 10 3,682 △29 3,652

（注） 1　事業区分は、事業の種類・性質を考慮して区分しております。

  2　各事業の主な内容

　 事業区分 主　要　な　内　容

　 食品関連事業 弁当、おむすび、寿司、調理パン、惣菜等調理済食品の製造、販売

　 食材関連事業 食品用材料の仕入、加工、販売

　 物流関連事業 食品関係配送

　 その他の事業 食品製造設備の販売、人材派遣、業務請負

　

当第3四半期連結累計期間(自　平成22年3月1日　至　平成22年11月30日)

　

食品関連 食材関連 物流関連 その他の
計

消去又は
連　結

事　　業 事　　業 事　　業 事　　業 全　　社

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売　上　高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 89,35414,5658,105 3,848115,873 ─ 115,873

(2)セグメント間の内部売上高
0 1,025 1,560 8,37510,961△10,961 ─

 　又は振替高

計 89,35415,5909,66612,224126,835△10,961115,873

営業利益 2,619 242 224 4 3,091 44 3,136

（注） 1　事業区分は、事業の種類・性質を考慮して区分しております。

  2　各事業の主な内容

　 事業区分 主　要　な　内　容

　 食品関連事業 弁当、おむすび、寿司、調理パン、惣菜等調理済食品の製造、販売

　 食材関連事業 食品用材料の仕入、加工、販売

　 物流関連事業 食品関係配送

　 その他の事業 食品製造設備の販売、人材派遣、業務請負
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【所在地別セグメント情報】

前第3四半期連結会計期間(自  平成21年9月1日  至  平成21年11月30日)及び当第3四半期連結会計期

間(自  平成22年9月1日  至  平成22年11月30日)並びに前第3四半期連結累計期間(自  平成21年3月1日

  至  平成21年11月30日)及び当第3四半期連結累計期間(自  平成22年3月1日  至  平成22年11月30日)

本邦の売上高が全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第3四半期連結会計期間(自  平成21年9月1日  至  平成21年11月30日)及び当第3四半期連結会計期

間(自  平成22年9月1日  至  平成22年11月30日)並びに前第3四半期連結累計期間(自  平成21年3月1日

  至  平成21年11月30日)及び当第3四半期連結累計期間(自  平成22年3月1日  至  平成22年11月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　
(有価証券関係)

有価証券の当四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(1株当たり情報)

1　1株当たり純資産額

　
当第3四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末
(平成22年2月28日)

　 　

1株当たり純資産額 1,926.17円
　

　 　

1株当たり純資産額 1,844.58円
　

(注)1株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第3四半期連結会計期間末
(平成22年11月30日)

前連結会計年度末
（平成22年2月28日）

純資産の部の合計額（百万円） 32,019 30,659

普通株式に係る純資産額(百万円) 32,003 30,647

差額の主な内訳(百万円)
 
少数株主持分

 
 

16

 
 

11

普通株式の発行済株式数(千株) 16,625 16,625

普通株式の自己株式数（千株） 10 10

1株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

16,615 16,615

　

2  1株当たり四半期純利益金額等

第3四半期連結累計期間

前第3四半期連結累計期間
(自  平成21年 3月 1日
  至  平成21年11月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自  平成22年 3月 1日
  至  平成22年11月30日)

1株当たり四半期純利益 125.10円

 
潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜
在株式が存在しないため記載しておりません。

 

1株当たり四半期純利益 105.54円

 
潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜
在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　1株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第3四半期連結累計期間
(自  平成21年 3月 1日
  至  平成21年11月30日)

当第3四半期連結累計期間
(自  平成22年 3月 1日
  至  平成22年11月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,078 1,753

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,078 1,753

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,615 16,615

　

EDINET提出書類

わらべや日洋株式会社(E00496)

四半期報告書

24/28



　

第3四半期連結会計期間

前第3四半期連結会計期間
(自  平成21年 9月 1日
至  平成21年11月30日)

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年 9月 1日
至  平成22年11月30日)

1株当たり四半期純利益 32.55円

 
潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在
株式が存在しないため記載しておりません。

　

1株当たり四半期純利益 8.17円

 
潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在
株式が存在しないため記載しておりません。

　

(注)  1株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第3四半期連結会計期間
(自  平成21年 9月 1日
至  平成21年11月30日)

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年 9月 1日
至  平成22年11月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 540 135

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 540 135

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,615 16,615

　
(重要な後発事象)

前第3四半期連結会計期間
(自  平成21年 9月 1日
至  平成21年11月30日)

当第3四半期連結会計期間
(自  平成22年 9月 1日
至  平成22年11月30日)

───── ─────

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が平成21年2月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、当第3四半期連結会計期間末における

リース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年1月14日

わらべや日洋株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　神  谷  和  彦    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　米  山  昌  良    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているわらべ

や日洋株式会社の平成21年3月1日から平成22年2月28日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(平成

21年9月1日から平成21年11月30日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成21年3月1日から平成21年11月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、わらべや日洋株式会社及び連結子会社の平成

21年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の

経営成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年1月14日

わらべや日洋株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    渡    辺    伸    啓    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    米    村    仁    志    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているわらべ

や日洋株式会社の平成22年3月1日から平成23年2月28日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(平成

22年9月1日から平成22年11月30日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成22年3月1日から平成22年11月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、わらべや日洋株式会社及び連結子会社の平成

22年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の

経営成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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